
■MS&AD インシュアランス グループ ホールディングス株式会社 総合企画部長
の遠藤でございます。 

本日は、ご多忙の中、急遽、英国テレマティクス自動車保険の大手Box 
Innovation Group社の株式取得に関する説明会にご参加いただきまして、誠に
ありがとうございます。 

 

■早速ではございますが、説明を始めさせていただきます。 

 

 



■１ページをご覧ください。  

■本取引の概要について、ご説明いたします。 

■Box Innovation Group社の発行済株式の75.01%を、あいおいニッセイ同和損害
保険株式会社の100%子会社であるあいおいニッセイ同和ヨーロッパ社（以下、
ADE）が、1億500万ポンド（約200億円）で既存株主から取得いたします。 

■Box Innovation Group社は、英国においてテレマティクス自動車保険の
Managing General Agent（MGA）事業を展開するInsure The Boxグループの持株
会社であり、以降わかりやすくお話しするため、ITBグループと略して説明させ
ていただきます。 

なお、MGA事業については、後程詳細をご説明いたします。 

■実際の取引につきましては、関係当局からの承認が得られることを前提として
、2015年2月以降に取得完了することを見込んでいます。 

■Insure The Box社（以下ITB社）はMGA事業を営んでいる、いわゆる総括代理店
であり、保険引受は行っておらず、ADEが保険リスクを引き受けます。現在は、
ロイズ最大のシンジケートを有する保険グループであるITBグループの筆頭株
主のCatlin社が中心となって、保険引受を行っていますが、本取引完了後には
ADEが保険引受を実施する予定をしております。 



■２ページをご覧ください。 

■本取引のねらいについて、ご説明いたします。 

■ITBグループは、英国においてテレマティクス自動車保険のMGA事業を行っています。

英国のテレマティクス自動車保険市場は今後急拡大すると予測されており、ITBグルー

プの買収によって、英国における成長および収益拡大を実現し、MS&ADグループ中期

経営計画達成への貢献につなげていきます。 

■また、ADEのビジネスモデルである、トヨタディーラーを中心としたトヨタ車ユーザーへの

自動車保険の拡販に、ITB社の有するテレマティクス技術を活用することによって、ADE

の欧州でのトヨタリテール事業を強化していきます。 

■本取引により、MS&ADグループは英国テレマティクス自動車保険市場に本格参入する

ことになりますが、本事業はこれまでMS&ADグループが手掛けてない事業であること

から、事業ポートフォリオの多角化にもつながると考えています。 

■また、テレマティクス技術の活用が、安全運転の推進および自動車事故の低減にも貢

献することから、本取引は、MS&ADグループが掲げる「グローバルな保険・金融サー

ビス事業を通じて、安心と安全を提供し、活力ある社会の発展と地球の健やかな未来

を支えます」という経営理念の実現につながるものと確信しています。 

■次に、MS&ADグループの業績への影響について、ご説明いたします。 

■先ほども申し上げた通り、2015年2月以降に取引完了を予定していることから、本取引

の2014年度決算への影響はありません。 

■なお、株式取得資金は、あいおいニッセイ同和社の全額手元資金で対応いたします。 

 



■３ページをご覧ください。 

■ITBグループの概要をご説明する前に、まずテレマティクス自動車保険の概要に
ついて、ご説明いたします。 

■テレマティクス自動車保険は、テレマティクスを活用して、走行距離や運転者が
運転を行う際の運転速度、アクセル操作、ブレーキ操作等の運転性向に関する
データを収集し、それらのデータに基づき保険料を設定する自動車保険です。 

■形態としては２種類あり、自動車の走行距離に応じて保険料の割増引を行うも
のと、ドライバーの運転性向に応じて保険料の割増引を行うものがあります。 

■運転性向に応じて保険料の割増引を行うものについては、運転性向がダイレク
トに保険料に反映されるため、ドライバーが今まで以上に安全運転を意識する
ことになり、最終的には交通事故の軽減につながることから、社会的にも注目
が高まってきています。 

■参考までですが、あいおいニッセイ同和社では、既に2004年にトヨタのG-BOOK
を通じて走行距離を取得する「PAYD（実走行距離連動型自動車保険）」を日本
で初めて実用化しています。 



■４ページをご覧ください。 

■次に、ITBグループの概要をご説明いたします。 

■ITBグループは、英国テレマティクス自動車保険の最大手であり、事業開始後５
年間で累計30万件のテレマティクス自動車保険を販売してきています。2012年
時点でのマーケットシェアは22%であり、現在もトップシェアであると推計されて
います。 

■現株主は、Catlin社とITBグループの現経営陣です。 

■組織は、Box Innovation Group Limited社が持株会社であり、その傘下に４つの
会社が存在しています。詳細は、プレスリリース文をご覧ください。 



■５ページをご覧ください。 

■ITB社が具体的に行っている取組みについて、ご説明いたします。 

■まず、契約時には、「Black Box」と呼ばれる独自車載器を、契約車両に搭載し、

運転走行データを受信します。車載器を取り付ける際には、車両の現物確認を
行うため、不正な申請や改造車両等の不良契約の排除ができるといった特徴
があります。 

■テレマティクスを活用した保険料の引き下げ効果は、保険料が高額となりやす
い若年層ほど大きくなります。 

■ITB社の自動車保険の新規加入者は、平均で年間￡620 （約12万円）の保険料
を節約できています。 



■６ページをご覧ください。 

■商品の概要について、ご説明いたします。 

■商品は、契約者に安全運転を促す、安全運転特典付きの「走行距離プリペイド
型」の自動車保険となります。 

■収集した運転性向データにもとづき、優良者には走行距離ボーナス付与等のメ
リットを提供していきます。安全運転を行う契約者に対して、減点主義ではなく
加点主義でメリットを提供すること、またチャットやソーシャルメディアを通じて安
全運転のアドバイスを与えることにより、契約者全体の安全運転への誘導、交
通事故削減につなげています。 



■７ページをご覧ください。 

■ITB社の特徴的な事故サービスについて、ご説明いたします。 

■受信したデータをもとに大きな事故が予想される場合には、コールセンターから
直ちにお客さまに連絡をとり、救急病院に連絡する体制を確立しています。 

■また、車載器からの位置情報データを活用して、盗難車追跡サービスを提供す
る等、特徴的な事故サービスも展開しています。 

■以上のように、ITB社は、単にテレマティクス自動車保険をダイレクトで販売する
ビジネスモデルと異なり、車載器のデータを活用して、お客さまとのコミュニケー
ションを図り、安全運転へのインセンティブを提供する優れたビジネスモデルに
よって、事業を拡大してきている企業です。 

■これは、ITB社のビジョンにおいても明確であり、テクノロジーの活用により、今ま
での自動車保険にない経験をお客さまに提供することを通じ、事故を減らし人
命を救うこと、およびお客さまに安全運転を意識してもらうことよる事故軽減を

図ることに重きをおいています。 

■創業者かつCEOであるMichael Brockmanは、ITB社のビジネスモデルを用いて、
「世の中の自動車事故を減らし、一人でも多くの若者の命を救うこと」を、自分

の夢としてこの事業に取り組んできています。 



■８ページをご覧ください。 

■MGAの概要について、ご説明いたします。 

■MGAは、保険引受を除き、ほぼすべての保険会社機能を有する総括代理店の

ことです。典型的な代理店業務に加え、保険商品設計、事故受付、事故調査と
いった通常は保険会社が担う業務も行っており、保険業務に関して幅広い機能
を有しています。日本ではあまり馴染みがないかもしれませんが、欧米では一
般的な事業形態です。 



■９ページをご覧ください。 

■最後に、本株式取得の戦略的意義を、ご説明いたします。 

■第一に、本株式取得により、成長戦略の推進と収益拡大の実現ができると考え
ています。１０ページのデータにもあるとおり、テレマティクス自動車保険市場規
模は、欧米を中心に急成長すると予測されています。特に英国では、2020年に
自動車保険のうち40%弱をテレマティクス自動車保険が占めるとする予測もあ
ります。 

■第二に、機能別再編で掲げた海外事業戦略の推進があげられます。MS&ADグ
ループ中期経営計画「Next Challenge 2017」の機能別再編計画では、あいおい

ニッセイ同和社は、海外事業において、引き続きトヨタリテール事業を中心に強
化することにしています。ITBグループのテレマティクス技術を、ADEの欧州トヨタ

リテール事業の強化に活用するというシナジーが発揮され、海外事業がより一
層強化されると考えています。 

■第三に、事業ポートフォリオの多角化です。グループ中期経営計画における資
本政策でも、「国内外において、成長性・収益性の高い領域へ積極的に投資す
る」としており、本株式取得はこの方針に合致しております。 

■以上で、私からの説明を終了させていただきます。 






